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杉並区の給与・定員管理等について  

１ 総括 

 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 

住民基本台帳人口 

(2年1月1日現在) 

歳 出 額 

Ａ 

実質収支 

 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

30年度の人件費率 

元年度 

            人 

574,118 

      千円 

198,137,078 

    千円 

6,758,632 

    千円 

37,124,937 

      ％ 

18.7 

             ％ 

19.5 

 

 

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

Ａ 

給     与     費 

 

 

 

 

（参考） 

一人当たり 

給与費 

B/A  

（参考）特別区平均 

一人当たりの給与費 
給  料 職員手当 期末・勤勉手当    計 Ｂ 

元年度 

   人 

3,362 

    千円 

12,598,620 

    千円 

5,008,227 

    千円 

6,082,310 

    千円 

23,689,157 

千円 

7,046 

千円 

6,837 

   （注） １ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、平成 31 年４月１日現在の人数である。 

          ３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、 

       職員数には当該職員を含んでいない。 

 

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の
職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員
の俸給月額を 100 として計算した指数。 

２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、
地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給
率を用いて補正したラスパイレス指数。（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給
率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。） 
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 (4) 給与改定の状況 

    ①月例給 

区 分 

人事委員会の勧告 
 

給与改定率 

 

 

 

 

(参考) 

国の改定率 

 

民間給与 

Ａ 

公務員給与 

Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率） 

２年度 380,804円 380,961円 
△157円 

（△0.04％） 
0％  0％  

 

 
0％ 

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した

平均給与月額である。 

 

    ②特別給（期末・勤勉手当） 

区 分 

人事委員会の勧告 
 

年間支給月数      

 

 

 

 

(参考) 

国の年間 

支給月数 

民間の 

支給割合  Ａ 

公務員の 

支給月数  Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 

２年度 4.60月  4.65月 △ 0.05月 △ 0.05月 4.60月  4.45月 

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期

末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

 

 

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 
【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の  

支給割合の見直し等に取り組むとされている。  

 

①  給料表の見直し  

（給料表の改定実施時期）平成 27 年４月１日  

 （内容）  行政職（一）の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、 平均 1.8％引き下げ。  

他の給料表については、行政職（一）との均衡を考慮し改定。  

 ②地域手当の見直し  

  （支給割合）  国基準 20％に対し、杉並区においても 20％を支給。  

  （実施時期）  平成 27 年４月１日より実施。  

 

（参考）  

 
 

平 成 26

年 度の 支

給 割合  

平 成 27 年度 の  

支 給割 合  
平 成 28

年 度の  

支 給割 合  

平 成 29

年 度の  

支 給割 合  

平 成 30

年 度の  

支 給割 合  

令 和元 年

度 の支 給

割 合  

令 和２ 年

度 の支 給

割 合  
４月１日時

点 

遡 及  

改 定 後  

国 基準 に

よ る支 給

割 合  

18％  18％  18.5％  20％  20％  20％  20% 20％  

杉 並区 の  

支 給割 合  
18％  20％  20％  20％  20％  20％  20% 20％  

②  その他の見直し内容 

  管理職特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。  

（平成 27 年４月１日実施）  
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在） 

  ①一般行政職                                                                           

区 分 平均年齢      平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

杉並区 42.4歳 306,433円 448,349円 386,260円 

東京都  41.8歳 314,885円 457,097円 396,487円 

国 43.2歳 327,564円 － 408,868円 

特別区 40.6歳 300,184円 423,067円 377,355円 

                                                                              

 ②技能労務職                                                                           

区  分 

公 務 員 民 間 参考 

平均 

年齢 
職 員 数  

平均給料 

月額 

平均給与 

月額（Ａ） 

平均給与月額 

（国ベース） 

対応する民間 

の類似職種 

平均 

年齢 

平均給与 

月額（Ｂ） 

Ａ /

Ｂ  

杉並区  53.8 歳 353 人 303,560 円 409,211 円 374,699 円 ― ― ― ― 

 
うち清掃職員 51.9 歳 187 人 312,317 円 447,321 円 389,684 円 

廃棄物処理業

従業員 
46.2 歳 300,100 円 1.49 

うち学校給食員 55.4 歳 39 人 302,782 円 373,718 円 371,041 円 調理士 40.4 歳 302,100 円 1.24 

うち守衛 57.8 歳 8 人 281,788 円 406,009 円 341,895 円 守衛 63.3 歳 214,000 円 1.90 

うち用務員 55.6 歳 64 人 287,391 円 351,368 円 350,208 円 用務員 55.9 歳 207,900 円 1.69 

うちその他 56.2 歳 55 人 295,698 円 370,915 円 358,361 円 ― ― ― ― 

東京都  50.3 歳 1,341 人 291,521 円 397,001 円 360,751 円 ― ― ― ― 

国 50.9 歳 2,319 人 287,283 円 ― 328,862 円 ― ― ― ― 

特別区 52.9 歳 273 人 294,967 円 396,528 円 363,538 円 ― ― ― ― 

区  分 

参考  

年収ベース（試算値）の比較  

公務員（ C）  民間（ D）  C/D 

杉並区  ―  ―  ―  

 

うち清掃職員 7,233,011 円  4,166,100 円  1.74 

うち学校給食員 6,257,722 円  4,063,300 円  1.54 

うち守衛 6,320,915 円  2,706,900 円  2.34 

うち用務員 5,888,637 円  2,862,400 円  2.06 

うちその他 6,156,009 円  ―  ―  

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成 29～31 年の 3 か

年平均）調理師・守衛については東京都平均、廃棄物処理業従業員・用務員については全国平均である。 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致してい

るものではない。 

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、公務

員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試

算値である。 
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③教育職 

 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

杉並区 37.7 歳 329,721 円 423,112 円 

東京都 40.1 歳 336,864 円 435,902 円 

特別区平均 37.0 歳 318,658 円 426,931 円 

（注）１「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における各職種の職員の基本給の平均である。 

         ２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など

のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもの

である。また、「平均給与月額（国ベース）」は国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたも

のである）で算出している。 

 

 

 (2) 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在） 

区    分 杉並区  東京都 国 

一般行政職 

大 学 卒 183,700円 183,700円 182,200円 

高 校 卒 147,100円 145,600円 150,600円 

技能労務職 高 校 卒 139,400円 143,000円 － 

教育職 

大 学 卒 194,800円 197,300円 － 

短 大 卒 177,700円 180,400円 － 

 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在） 

区    分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一般行政職 

大 学 卒 288,074円 368,036円 374,873円 389,394円 

高 校 卒 241,867円 324,160円 351,689円 366,113円 

技能労務職 －  301,715円 309,044円 323,453円 
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 

 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和２年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
1号級の 
給料月額 

最高号級の 
給料月額 

６ 級  部 長  19人  1.1％  368,900円  512,600円  

５ 級  課 長  54人  3.2％  283,900円  452,100円  

４ 級  課 長 補 佐  137人  8.2％  253,100円  426,300円  

３ 級  係 長  339人  20.2％  226,600円  404,400円  

２ 級  主 任  595人  35.5％  196,700円  355,500円  

１ 級  係 員  534人  31.8％  142,500円  321,900円  

（注） １ 杉並区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

３ 地方公務員給与実態調査による一般行政職を対象とする。 

 

 

  （注） 平成 30 年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級、２級並びに６級、 

７級をそれぞれ統合） 
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(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和２年４月１日現在） 
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 (3) 昇給への人事評価の活用状況（杉並区） 

令和２年４月２日から令和３年４月１日 

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○ ○ 

 活用している昇給区分 
昇給可能 

な区分 

昇給実績が 

ある区分 

昇給可能 

な区分 

昇給実績が 

ある区分 

 

上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○ 

上位、標準の区分     

標準、下位の区分     

標準の区分のみ（一律）     

ロ． 人事評価を活用していない     

      活用予定時期     

 

 

 

４ 職員の手当の状況 

 (1) 期末手当・勤勉手当 

杉並区 東京都 国 

１人当たり平均支給額（元年度） 

1,740 千円 

１人当たり平均支給額（元年度） 

1,892 千円 
― 

（元年度支給割合）        （元年度支給割合）  （元年度支給割合）          

期末手当 

2.60 月分 

(1.45 月分) 

勤勉手当 

2.05 月分 

(1.00 月分) 

期末手当 

2.60 月分 

(1.45 月分) 

勤勉手当 

2.05 月分 

(1.00 月分) 

期末手当 

2.60 月分 

(1.45 月分) 

勤勉手当 

1.90 月分 

(0.90 月分) 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・職務段階別加算 5～20％ 

・管理職加算    15～20％ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・職務段階別加算 3～20％ 

・管理職加算    15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加

算措置 

・役職加算    5～20％ 

・管理職加算  10～25％ 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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○勤勉手当への人事評価の活用状況（杉並区） 

令和元年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○ ○ 

 活用している成績率 
支給可能 

な成績率 

支給実績が 

ある成績率 

支給可能 

な成績率 

支給実績が 

ある成績率 

 

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○ 

上位、標準の成績率     

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）     

ロ． 人事評価を活用していない     

      活用予定時期     

 

 

(2) 退職手当（令和２年４月１日現在）    

杉並区 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年 

勤続 20 年 

勤続 25 年 

勤続 35 年 

最高限度額 

18.00 月分 

28.00 月分 

39.75 月分 

39.75 月分 

24.55 月分 

32.95 月分 

47.70 月分 

47.70 月分 

勤続 20 年 

勤続 25 年 

勤続 35 年 

最高限度額 

19.6695 月分 

28.0395 月分 

39.7575 月分 

47.709 月分 

24.586875 月分 

33.27075 月分 

47.709   月分 

47.709   月分 

1 人当たり平

均支給額  
2,008 千円  21,242 千円  －  － － 

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置  （ 2％～ 20％加算）  

その他の加算措置 

定年前早期退職特例措置  （ 2％～ 45％加算）  

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

 

 

(3) 地域手当 （令和２年４月１日現在） 

支 給 実 績（元年度決算） 2,670,695千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 740,625円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

特別区  20％ 3,731人 20％ 
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 (4) 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在） 

支給実績（元年度決算） 35,044 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 120,840 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（元年度） 9.96％ 

手当の種類（手当数） 7 種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（元年度決算） 

左記職員に対する 

支給単価(日額) 

特定危険現場業務手当 建築課・営繕課担当職員 
昇降機検査業務、高所

作業 
3,700 円 170～400 円 

福祉事務所等業務手当 

福祉事務所・高齢者施策

課・高齢者在宅支援課・介

護保険課担当職員 

家庭等の訪問 2,761,840 円 460 円 

防疫等業務手当 
保健所・保健センター等

担当職員 

感染症・結核患者等へ

接触する業務 
36,960 円 160～4,000 円 

清掃業務手当 
清掃事務所等の清掃業務

担当職員 

廃棄物の処理を直接行

う業務及びこれに密接

に関連する業務 

31,796,800 円 700 円 

児童相談所業務手当 
児童相談所に勤務する職

員 

家庭訪問、指導、相談等

の業務 
0 円 490 円 

一時保護業務手当 
児童相談所に勤務する職

員 
児童の一時保護業務 0 円 1,470 円 

教員特殊業務手当 
学校・幼稚園・子供園の教

員 

非常災害時の緊急業務

等 
444,200 円 1,700～6,400 円 

※「防疫等業務手当（特例）」（新型コロナウイルス業務 3,000 円～4,000 円）は、令和２年１月 27 日から適用。 

※「児童相談所業務手当」、「一時保護業務手当」は令和２年度新設。 

 

(5) 時間外勤務手当 

支給実績（ 元年度決算）  1,376,836千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（ 元年度決算）  394千円 

支給実績（ 平成 30年度決算）  1,300,806千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（ 平成 30年度決算） 372千円 

 （注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（元年度決算）」と同じ年度の４月１

日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）

であり、短時間勤務職員を含む。 

 
 (6) その他の手当（令和２年４月１日現在） 
 

手

当

名 

内容及び支給単価 
国の制度

との異同 
国の制度と異なる内容 

支給実績 

(元年度決算) 

支給職員 1 人当たり 

平均支給年額 

（元年度決算） 

扶
養
手
当 

【内容】扶養親族を有する職員に支給 

【支給額】 

(1)配偶者           6,000 円 

(2)子           9,000 円※ 

(3)父母等          6,000 円 

 

※満 15歳に達する日の翌日以後最初の 4月

1 日から満 22 歳に達する日以後の最初の 3

月 31 日までの間の子 1 人につき、4,000 円

の加算 

異なる [国] 

【支給額】 

(1)配偶者    6,500 円※ 

(2)子      10,000 円 

(2)子（16 歳年度初め～22 歳 

年度末）加算  5,000 円 

(3)父母等    6,500 円※ 

※1.俸給表 8 級以上は 3,500

円となり、9 級以上は支給され

ない。 

206,908 千円 193,011 円 
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住
居
手
当 

【内容】 借家・借間に居住する世帯主（準

ずる者を含む）である職員に支給 

【支給額】  

(1)27 歳以下の者 27,000 円 

(2)32 歳以下の者 17,600 円 

(3)33 歳以上の者  8,300 円 

異なる [国] 

支給対象者・支給金額 

11,000 円～28,000 円 

 

144,128 千円 174,278 円 

通
勤
手
当 

【内容】 通勤のために交通機関等を利用し

運賃等の負担を常例とする職員又は自転車

等交通用具の使用を常例とする職員に支給 

【支給額】  

(1)交通機関等利用者 

 原則として 6 か月定期代  

(2)交通用具使用者 

 交通用具の区分・使用距離に応じた定額

（①～②）×6 か月 

 ①一般  ：2,600～13,000 円  

 ②障害者：3,900～24,900 円 

(3)交通機関・交通用具併用者 

 原則として(1)と(2)の合計額   

※1 月当たり支給最高限度額 55,000 円 

異なる [国] 

交通用具使用者支給額 

2,000 円～31,600 円 

427,135 千円 129,868 円 

単
身
赴
任
手
当 

【内容】公署を異にする異動等に伴う転居

のため、配偶者と別居し、単身で生活する

ことを常況とし、距離制限（片道 80 ㎞以

上）を満たす職員に支給 

【支給額】 

(1)基礎額      30,000 円 

(2)加算額 6,000～14,000 円(配偶者との

住居の距離が 100km 以上の場合に加算) 

異なる [国] 

距離制限 60 ㎞以上 

加算額 8,000 円～70,000 円 

960 千円 480,000 円 

管
理
職
手
当 

【内容】管理又は監督の地位にある職員の

うち特に指定するものに支給 

【支給額】 

(1)部長     127,600 円 

(2)重要困難課長 101,500 円 

(3)課長      92,300 円 

異なる [国] 

支給対象者・支給金額 

46,300 円～142,600 円 

160,500 千円 1,130,283 円 

初
任
給
調
整
手
当 

【内容】専門的な知識を有する職員の採用

を容易にするため、民間賃金との較差を考

慮して設けられた手当。医師及び歯科医師

に支給 

【支給額】 

118,000～268,500 円 

異なる [国] 

支給金額 

414,800 円以内 

14,934 千円 2,986,800 円 

休
日
給 

【内容】休日に正規の勤務時間中に勤務し

た職員に支給 

【支給額】 

勤務 1 時間当たりの給与額×135/100 

同じ  120,033 千円 132,780 円 

夜
勤
手
当 

【内容】正規の勤務時間として、午後 10 時

から翌日午前 5 時までの間に勤務した職員

に支給 

【支給額】 

勤務 1 時間当たりの給与額×25/100 

同じ  1,423 千円 44,474 円 

宿
日
直
手
当 

【内容】宿日直勤務した場合に支給 

【支給額】 

・休日、夜間警戒本部に勤務 

5 時間未満 4,600 円 

5 時間以上 9,200 円  

異なる [国] 

勤務の態様に応じ勤務１回に

つき、4,400 円～22,000 円を支

給。 

4,552 千円 59,112 円 
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管
理
職
特
別
勤
務
手
当 

【内容】 管理職が週休日、休日又は平日

深夜に勤務し代休日を取得できない場合に

支給 

【支給額】 

・部長  ６時間以下：12,000 円 

６時間超 ：18,000 円 

平日深夜 ： 6,000 円 

・課長  ６時間以下：10,000 円 

６時間超 ：15,000 円 

平日深夜 ： 5,000 円 

異なる [国] 

勤務１回につき 6,000 円～

18,000 円を支給。６時間を超え

る勤務については、５割増。平

日深夜については、3,000 円～

6,000 円。 

996 千円 38,308 円 

義
務
教
育
等
教
員
特
別
手
当 

【内容】 義務教育諸学校等の教育職員に

優秀な人材の確保することを目的とした手

当。 

【支給額】  

 職務の級及び号級により 

幼稚園  1,120 円～4,150 円 

小学校  1,850 円～7,950 円 

  5,223 千円 46,219 円 

 

５ 特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在） 

区     分 給 料 月 額 等                     

給
料 

  （参考）類似団体における最高／最低額 

区   長 

副 区 長 

教 育 長 

代表監査委員(常勤) 

1,113,000円 

 891,900円 

 764,400円 

  687,500円 

1,286,000円 ／  974,800円 

1,027,000円 ／  828,600円 

 

 

報
酬 

議   長 

副 議 長 

議   員 

  856,000円 

  774,600円 

  595,700円 

956,000円 ／    856,000円 

809,000円 ／    756,100円 

621,000円 ／    589,000円 

期
末
手
当 

区   長 

副 区 長 

教 育 長 

代表監査委員(常勤) 

4.13月分 

4.13月分 

4.13月分 

4.13月分 

議   長 

副 議 長 

議   員 

3.88月分 

3.88月分 

3.88月分 

退
職

手

当 

 （算定方式）   （１期の手当額） （支給時期） 

区   長 

副 区 長 

教 育 長 

代表監査委員(常勤) 

給料×在職年数×450/100 

給料×在職年数×306/100 

給料×在職年数×234/100 

給料×在職年数×216/100 

2,003万円  

1,092万円  

  537万円  

  594万円  

任期毎  

任期毎  

任期毎  

任期毎  

(注)退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48 月）勤めた場

合における退職手当の見込額である。ただし、教育長の場合は、１期（3 年＝36 月）の見込額である。 

 

・上記以外の勤務 

5 時間未満 3,200 円 

5 時間以上 6,400 円  

※年末年始加算あり 
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６ 職員数の状況 
 

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 
                                                        （各年４月１日現在） 

          区 分 
部 門 

職  員  数 対 前 年 
増 減 数 

主 な 増 減 理 由            
平成31年 令和２年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議会  15 16 1 育 休 対 応  

総務  530 540 10 
国勢調査実施、公契約条例運用対応、欠員補充によ

る増 

税務  115 115 0  

民生  1,544 1,560 16 
保育園民営化、学童クラブ業務委託による減、障害

児指定園拡大、児童虐待対応強化による増 

衛生  404 411 7 
現業系職員退職不補充による減、児童虐待未然防

止対策による増 

労働  6 6 0  

農林水産  4 4 0  

商工  21 23 2 商店街振興体制、補助金対応強化による増 

土木  330 338 8 
道路管理センター派遣、都市計画道路整備事業執

行体制強化による減 

計 2,969 3,013 44 
＜参考＞ 人口 1 万人当たり職員数 52.48 人 

(類似団体の人口1万人当たりの職員数 56.54 人) 

教育部門 393 396 3 
教 育 ビ ジ ョ ン 改 定 、給 食 室 改 修 対 応 に よ る

増  

小  計 3,362 3,409 47 
＜参考＞人口 1 万人当たり職員数  59.38 人 

(類似団体の人口1万人当たりの職員数 63.06 人) 

公 営 企 

業 等 会 

計 部 門 

そ の 他 106 107 1 後期高齢介護予防一体的推進事業準備 

合 計 
3,468 

[3,649] 
3,516 

[3,649]  
48 

[0]  
＜参考＞人口 1 万人当たり職員数  61.24 人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員で、自治法派遣の職員を除く 

２ 合計欄の[   ]は、条例定数の合計 
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(2) 年齢別職員構成の状況（令和２年４月１日現在） 
 

 

区分 

20 

歳 

未 

満 

20 

～  

23 

歳 

24 

～  

27 

歳 

28 

～  

31 

歳 

32 

～  

35 

歳 

36 

～  

39 

歳 

40 

～  

43 

歳 

44 

～  

47 

歳 

48 

～  

51 

歳 

52 

～  

55 

歳 

56 

～  

59 

歳 

60 

歳 

以 

上 

計 

職員数 

（人） 
2 199 389 352 298 238 216 363 388 397 483 191 3,516 

（注）上記職員数は、再任用フルタイム職員を含む 

 

 

(3) 職員数の推移 

                                                          （単位：人・％） 

 

0%
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16%

18%

構成比

5年前の構成比

区 分 

部 門 
平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和2年 

過去5年間の 

増減数（率） 

一 般 行 政 部 門 2,892 2,890 2,912 2,964 2,969 2,969 121（  104.2％ ) 

教  育  部  門 457 442 418 408 393 393 △ 61（  86.7％）  

普 通 会 計 部 門 計  3,349 3,332 3,330 3,372 3,362 3,362  60（  101.8％）  

 公 営 企 業 等 会 計 計  138 144 121 108 106 106 △ 31（  77.5％）  

総 合 計 3,487  3,476 3,451 3,480 3,468 3,516  29（  100.8％）  


